
令和 5 年度文部科学省受託事業 

 

実践的職業教育の第三者評価連絡協議会拡大研修会 
 
     開催日時：令和 5 年 11 月 10 日(金曜日）午後 1 時 30 分～4 時 30 分 

    会場：アルカディア市ケ谷（私学会館）6 階「霧島西」 

プログラム 

【13：30】 
１  開会 

【13：40】 
２  基調報告  職業実践専門課程認定要件等の質保証 

          文部科学省総合教育政策局専修学校教育振興室  室長  中安史明 

【13：55】           

３  報    告  職業実践専門課程実態調査からみる実習等の取組 

（株）三菱総合研究所キャリア・イノベーション本部研究員  薮本沙織 

【14：10】 

【会場質問コーナー】 

 

【14：15】 

４  報    告  柔道整復師養成分野における実習の取組 

         学校法人葛谷学園中和医療専門学校  理事長  楠本高紀                     

 

【14：35】休  憩 

 

【14：45】 

５  意見交換 「企業等と連携した実習等の分野における特長と課題」 

【事前質問コーナー】質問があれば意見交換で対応 

進行：東京メディカル・スポーツ専門学校 校長  関口正雄 

 

【登壇者】 

1 文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課 専修学校教育振興室長   中安史明       

2 専門学校東京工科自動車大学校中野校、世田谷校 校長             佐藤康夫 

3 日本工学院八王子専門学校ＩＴカレッジカレッジ長                大矢政男     

4 一般社団法人日本看護学校協議会会長                            水方智子 

5 専門学校日本ホテルスクール 副校長                             中山万作   

6 学校法人敬心学園職業教育研究開発センター学術顧問              川廷宗之  

                                         

 【16：30】閉会 

    

６  資料は、終了後、機構ホームページに掲載します。 

また、登壇者、テーマは変更をすることがあります。 

 
主催：特定非営利活動法人職業教育評価機構 
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柔道整復師養成分野における実習の取組

～臨床実習ガイドライン作成の経緯と
内容・課題そして今後～

学校法人葛谷学園

中和医療専門学校

楠本高紀

2023年11月10日（土）

Ⅰ．作成の経緯

Ⅱ．内容・課題

Ⅲ．今後
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学校養成施設カリキュラム等の改正

• 指定規則は平成１２年以降大きな改正は行っていない。

• その後、学校養成施設は大幅に増加。
平成２８年度１０９施設（定員約８千６百人）
平成１０年度１４施設（定員数約千百人）
※約８倍の増加

• 平成２７年１１月、反社会的勢力や接骨院などの関係者が
詐欺容疑で逮捕。

• 柔道整復師を取り巻く環境が変化していることから、臨床
実習等を通じた、柔道整復師の質の向上が求められている。

柔道整復師学校養成施設カリキュラム等改善検討会

報告書 平成２8年10月31日 はじめに（抜粋）

柔道整復師学校養成施設 定員 年度別推移

第12回社会保障審議会医療保険部会 柔道整復療養費検討専門委員会
平成２９年１１月２０日 参考資料より

18



定員に対する充足率（厚生労働省所轄）

柔道整復師学校養成施設カリキュラム等改善検討会

平成２７年１２月１１日 参考資料５より

柔道整復師学校養成施設カリキュラム等改善検討会
平成２７年１２月１１日 参考資料５より
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柔道整復師養成施設カリキュラム等改善検討会 平成28年2月22日 参考資料３より
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第10回社会保障審議会医療保険部会 あん摩マッサージ指圧、はり・きゅう療養費検討専門委員会

平成２９年１月１８日 柔道整復師に対する指導・監査等の実施状況 資料あ－１より

柔道整復の施術に係る受領委任の取扱い中止等事例一覧（平成27年度 上半期分）

柔道整復学校養成施設指定規則等改正（概要）

１．総単位数の引き上げ、最低履修時間数の設定
・８５単位→９９単位以上
〔カリキュラムの主な見直し内容〕
臨床実習を１単位から４単位へ拡充

・新たに最低履修時間数（２，７５０時間以上）を設定
２．臨床実習の在り方
・養成施設附属臨床実習施設以外に拡大
・臨床実習施設の要件

３．専任教員の見直し
・専任教員数５名→６名
・専任教員の要件の見直し、定義の明確化等
・専任教員の専門基礎分野の教授範囲の見直し

４．その他
・通信教育等の活用
･養成施設において備える必要がある備品等の見直し
・適応時期、経過措置

柔道整復師養成施設カリキュラム等改善検討会 報告書 平成２８年１０月３１日
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Ⅰ．作成の経緯

Ⅱ．内容・課題

Ⅲ．今後

【望ましい方向性】
・カリキュラム改正

↓
・モデル・コア・カリキュラム作成

↓
・臨床実習ガイドライン作成
・国家試験出題基準の改正

及びモデル・コア・カリキュラムとの整合性

【先行して】

・カリキュラム改正

↓
・臨床実習ガイドライン作成

※養成施設附属の臨床実習施設以外の

場所での実習を行う際の一つの指針

22



作成にあたって（前提）

・ 趣旨：内容の方向性を示したもの（指針）

・ 活用対象：学校養成施設附属の臨床施設以外

の施術所とする。

※医療機関、スポーツ施設、介護施設は参考

・ 時間数と単位数：1単位45時間

・ 実習期間

・想定1：実習生1名につき1施設で1日8時間
・想定2：実習生1名につき1施設で1日5時間

作成にあたって（理由）

14

・養成施設内施術所における臨床実習の
期間・内容に養成施設の間で格差がある。

・養成施設内施術所における臨床実習が
形骸化している。

・卒後臨床研修制度（H17年度～H29年度）の
システムにシームレスに（継ぎ目なく）繋がって
いない。

23



Ⅵ 評 価 ←ガイドラインP25上

従前の指定規則等において各養成施設の附属施術

所は独自の評価を行っている。また柔道整復師及び

あん摩マッサージ指圧師・はり師・きゅう師養成施設以

外の看護師、理学療法士などのパラメディカルの臨地

実習の評価は、医療機関での規定が明確になってい

るため改正案による柔道整復師の臨地実習の評価と

は趣を異にする。

そのため本ガイドラインでは以下の評価の手順と基

本的考え方を提案するとともに、中間評価及び自己評

価などの外部から評価に応える方策を推奨する。。

『臨床（地）実習ガイドライン』のポイント

目標： 『柔道整復師が身につけておくべき実践的能力を、卒業
後をも視野に入れつつ、臨床実習前から卒業時にかけ
て､施設 （施術所、医療機関等）で修得しておくべきあり
方を提示する。』

16

評価２：「中間評価と最終評価」を
行うことを推奨する。

課題：今後は各方面の意見を
伺いながら､次期改訂に
備える。

評価１：「記載はなるべくcheck方式」とした。

・学生の施術の介助のあり方

・学外施術所以外への対応の
あり方

・学内附属施術所のあり方

・次期カリキュラム改正に向け
て柔道整復師のプロフェッ
ショナリズムのあり方

24



一般目標 行動目標
実
習
前

卒
業
時

卒
業
後

柔道整復術

骨折の整復技術・脱臼の整復技術・軟部組織損傷の初期処置法などを修
得している

○

骨折の整復技術・脱臼の整復技術・軟部組織損傷の初期処置法などを的
確に実施できる

○

被覆包帯及
び固定包帯
術

巻軸包帯での被覆包帯が緩まない包帯・腫脹の変化に対応できる包帯の
技術習得・固定包帯は骨折等の整復位をいかに保持するかを説明できる

○

巻軸包帯での被覆包帯が緩まない包帯・腫脹の変化に対応できる包帯の
技術習得・固定包帯は骨折等の整復位をいかに保持するかの技術を修得
している

○

巻軸包帯での被覆包帯が緩まない包帯・腫脹の変化に対応できる包帯の
技術習得・固定包帯は骨折等の整復位をいかに保持するかを適切に実施
できる

○

テーピング
技術

患部の運動制限・疼痛緩和・血行障害の予防などの技術を説明できる ○

患部の運動制限・疼痛緩和・血行障害の予防などの技術を修得している ○

患部の運動制限・疼痛緩和・血行障害の予防などの技術を適切に実施で
きる

○

後療法

後療法の種類と特徴及び適応と禁忌を説明できる ○

運動療法の種類と方法及び適応と禁忌を説明できる ○

正しく各運動療法を行うことができる ○
損傷・状態別に適切な運動療法が選択できる ○

物理療法

物理療法機器の効果と適応と禁忌が説明できる ○
正しく物理療法機器を患者に装着できる。 ○

損傷・状態別に適切な物理療法機器が選択できる ○

介 助

患者誘導ができる。 ○

臨床実習指導者のもと患部を愛護的に扱うことができる ○

施術の介助が無駄なく迅速にできる ○
施術の介助を指示できる ○

指導管理 療養上の注意事項を患者に説明できる ○

施術録の作
成

施術録の項目を説明できる ○
医療面接及び所見を記載できる ○
臨床実習指導者が行う診察に参加し、臨床実習指導者が記載する施術録
と同水準の記載できる。

○

患者の医療面接及び所見を施術録に記載できる。 ○
患者の施術内容等施術録に記載できる ○

効果判定
施術後の状況から効果判定等を確認できる ○
効果判定等から治癒及び施術修了を判定できる ○
傷害の再発予防法を指導できる ○

社会保障

社会保障制度のしくみの概略を説明できる ○

療養の給付と療養費の償還払いと受領委任払いのしくみを説明できる ○

柔道整復師法や健康保険取扱いに関する協定等の関連規定を説明できる ○

症例検討

症例検討の記載項目を説明できる ○
症例検討について適切に内容を記載できる ○

症例検討を通じて到達目標に対する自己変容を確認できる ○

生涯学習
施術法・治療機器等に関する最新情報を入手して生涯学習に努めている ○

業界に関する最新情報を入手し生涯学習に努めている ○

多様性

地域包括ケアシステムにおける柔道整復師の役割を発揮する能力を身に
つけている

○

スポーツ現場における柔道整復師の役割を発揮する能力を身につけてい
る

○

災害時に必要な実践的な能力を身につけている ○

一般目標 行動目標
実
習
前

卒
業
時

卒
業
後

医の倫理

医療の倫理に関する規範、ヒポクラテスの誓い、ジュネーブ宣言、
ヘルシンキ宣言等を概説できる

○

社会的な責任・使命を自覚し、柔道整復師の倫理綱領に則った行動
ができる

○

人間の尊厳及び人権及び人権の意味を理解し、擁護に向けた行動を
とることができる

○

態 度

施術者に相応しい身だしなみ（服装・容姿）ができる ○
施術者に相応しい挨拶と言葉遣いができる ○
時間や約束事を守ることができる（規律性） ○
臨床実習指導者の指示に適切に応えることができる ○
実習先のスタッフと良好なコミュニケーションを築くことができる
（協調性）

○

実習に際して目的意識を持って臨むことができる（積極性） ○
患者に不快感を与えない態度がとれる ○
常に患者側の立場に立って会話し、行動できる ○
守秘義務・個人情報に注意を払っている ○
自分にできないことは適切に指導者及び他のスタッフに相談・依頼
することができる

○

付帯業務

施術室や待合室などの清潔保持の意味が説明できる ○
施術室や待合室などの清潔保持ができる（責任性） ○
施術道具及び施術機器の衛生管理に努めることができる。 ○
施術材、消耗品等の在庫を確認・管理できる ○
受付で、予診表の記入方法を説明できる。 ○
受付業務ができる ○

診 察

医療面接（問診）と身体診察（触診など）の手順が説明できる。 ○
医療面接（問診）ができる ○
身体診察（触診など）ができる ○
ROM、MMTなどの計測、評価を説明できる ○
ROM、MMTなどの計測、評価できる ○
各種徒手検査、各反射検査などの評価を説明できる。 ○
各種徒手検査、各反射検査などで評価できる。 ○

鑑別技術

損傷の原因や状態を把握できる ○
超音波診断装置の理解と読影ができる ○
業務範囲、適応の判断ができる ○
レントゲン像などの読影ができる ○

多職種連携
患者の所見などから医科受診の判断ができる ○
医科受診の内容を患者に説明できる ○
医科受診のための紹介、返書等の対応ができる ○

救急処置
医科受診のための応急的な整復・固定を行える ○
救急患者の対応ができる ○

リスクマ
ネージメン
ト

各種リスクマネージメントを説明できる ○
医療事故の予防、発生後の対応ができる ○
適切なインフォームドコンセントに配慮できる ○
医療過誤による賠償責任保険・傷害保険に配慮ができる ○
各種ハラスメントに配慮できる ○
クレーム・不当行為に対して配慮できる ○

施術立案
観察結果から施術方針が立案できる ○
施術方針に基づいて施術計画を立案できる ○

説明と同意
施術の説明・計画・方法等を患者に説明できる ○
施術の方針・計画等について患者の同意が得られる ○

柔道整復術
骨折の整復技術・脱臼の整復技術・軟部組織損傷の初期処置法など
が説明できる

○

表３．柔道整復師が身につけておくべき
段階的実践的能力
（知識・技能・態度）

・「実習前」：臨床実習に臨む時点で身に付けておくべき能力

・「卒業時」：卒業時点で身に付けておくべき能力

・「卒業後」：卒後２年以内の時点で身に付けておくべき能力

表３の提示目的は、今後の認定実技審査、指定規則等で改正された

カリキュラム、施術管理者の要件、卒後臨床研修等のあり方がドラス

ティック（抜本的）に変容してきていることを俯瞰すると、柔道整復教育

も養成施設内教育にとどまるのではなく、卒業時及び卒後を視野に入

れ、さらに生涯教育及び指導的立場の柔道整復師の育成に繋がる

連続的な教育が必要であると考えるため、その嚆矢として活用して

もらいたいため。

⇒今後の課題： 「実習前」と「卒業時」の項目整理
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表３．柔道整復師が身につけておくべき
段階的実践的能力
（知識・技能・態度）

ガイドラインの「中間評価」と「最終評価」は「柔道整復師が身
につけておくべき段階的実践的能力（知識・技能・態度）」の「実
習前」の項目をもとに作成した。

19

※ガイドラインＰ２０～Ｐ２３参照

一般目標 １日目 ２日目 ３日目 ４日目 ５日目 ６日目

態 度 □ □ □ □ □ □

付帯業務 □ □ □ □ □ □

診 察 □ □ □ □ □ □

物理療法 □ □ □ □ □ □

施術の介助 □ □ □ □ □ □

固 定 □ □ □ □ □ □

その他
（ ）

□ □ □ □ □ □

その他
（ ）

□
□ □ □ □ □

特記事項

項目は本ガイドラインが推奨する項目です。この項目で実施の場合は□に☑にチ
ェックを入れてください。また、本６項目以外で指導を計画される場合は「その他
（ ）」に項目を記載してください。
なお一般目標の項目で想定できる項目は右頁を、「その他」はⅤ－３．「柔道整
復師が身につけておくべき段階的実践能力」を参照ください。

平成 年 月 日
臨床実習施設名

臨床実習指導者氏名 印

様式7

臨床実習指導計画書
（事前調整用）

○○○○専門学校
学校長 ○○ ○○様

平成○○年度○○○○専門学校の臨床実習施設とし、下記要領にて実施する。

実習生氏名

実習期間 年 月 日 ～ 年 月 日

時間数※
１日： 時間
合計： 時間

※休憩時間及び主体的な学びとならない時間

一般目標 行動目標

態 度

施術者に相応しい身だしなみ（服装・容姿）ができる。

施術者に相応しい挨拶と言葉遣いができる。

時間や約束事を守ることができる。

臨床実習指導者の指示に適切に応えることができる。

実習先のスタッフと良好なコミュニケーションを築くことができる。

実習に際して目的意識を持って臨むことができる（積極性）。

患者に不快感を与えない態度がとれる。

守秘義務・個人情報に注意を払っている。

付帯業務

施術室や待合室などの清潔保持ができる。

施術道具及び施術機器の衛生管理に努めることができる。

受付で、予診表の記入方法を説明できる。

診 察

医療面接（問診）と身体診察（触診など）の手順が説明できる。

医療面接（問診）ができる。

身体診察（触診など）ができる。

ROM、MMTなどの計測、評価を説明できる。
ROM、MMTなどの計測、評価ができる。
各種徒手検査、各反射検査などの評価を説明できる。

各種徒手検査、各反射検査などで評価ができる。

物理療法
物理療法機器の効果と適応と禁忌が説明できる。

正しく物理療法機器を患者に装着できる。

施術の介助

介 助

患者誘導ができる。

臨床実習指導者のもと患部を愛護的に扱うことができる。

施術録

施術録の項目を説明できる。

臨床実習指導者が行う診察に参加し、臨床実習指導者が記
載する施術録と同水準の記載ができる。

固 定

巻軸包帯

巻軸包帯での被覆包帯が緩まない包帯・腫脹の変化に対応
できる包帯の技術習得・固定包帯は骨折等の整復位をいか
に保持するかを説明できる。

巻軸包帯での被覆包帯が緩まない包帯・腫脹の変化に対応
できる包帯の技術習得・固定包帯は骨折等の整復位をいか
に保持するかの技術を修得している。

テーピング

患部の運動制限・疼痛緩和・血行障害の予防などの技術を
説明できる。

患部の運動制限・疼痛緩和・血行障害の予防などの技術を
修得している。

その他
Ⅴ－３．「柔道整復師が身につけておくべき段階的実践能力」を参照くだ
さい。

※本表は臨床実習計画書の一般目標と想定できる行動目標を例示したもので、例示した行動
目標の全てを実施するものではありません。

臨床実習計画書の一般目標と想定できる行動目標

Check方式

具体的な
行動目標
例
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ガイドラインP6 図２．施術の介助に至る経過

Step 1  ：態度・知識が良好である

Step 3  ：課題に対して説明ができる

Step 2 ：付帯業務などの課題が解決できる

Step 4  ：実習指導者に模擬的に行為が実施できる

Step 5  ：指導・監視の下で施術の介助ができる

Ⅰ．作成の経緯

Ⅱ．内容・課題

Ⅲ．今後
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♠作成時の課題☞今後は各方面の意見を伺いながら
次期改正に備える。

１．学生の施術の介助のあり方

→Step方式とした。

２．学外施術所以外への対応のあり方

→介護施設、病院、スポーツ施設でのあり方

３．学内附属施術所施設のあり方

→形骸化している臨床実習＝外傷患者が少ない。

４．次期改正にむけて柔道整復師の

プロフェッショナリズムのあり方

♠作成時の課題１

・学生の施術の介助のあり方をStep方式とした。
＝学生の水準に合わせた患者を診るというもの。

• 評価１・２について
＝記載はなるべくCheck方式とした。
＝「中間評価」と「最終評価」を行うことを推奨した。

↓
• 柔道整復師が求められる実践的な臨床実習のあり方とは？

・見学実習？

・評価実習？

・診療参加型実習？

※作成時、意見がでるであろう想定質問内容。

「全体として評価項目や内容が多すぎる。

１単位４５時間での実習量を想定して作成してほしい。

もっとスリムにしてほしい。」
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実例 【校外臨床実習の手引き（臨床実習指導者用）】
中和医療専門学校柔道整復科より

実例 【臨床実習出席表】 【臨床実習指導計画書】
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実例 【 中 間 評 価 】

実例 【 最 終 評 価 】
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Ⅰ．作成の経緯

Ⅱ．内容・課題

Ⅲ．今後

今後（学外臨床実習にあたって）

○結論：各校のデータをあつめる。

組織で意見交換を行う（良い点、課題等がみえてくる）

意見例）・学外臨床実習は柔整教育に有効である。

・実習の成否は実習先と学校とのマッチングである。

・実習調整者一人に丸投げせず組織的取組が必要である。

○理由→「あるべき姿の臨床実習を行うため」
『柔道整復師が身につけておくべき実践的能力を、卒業後をも視野に

入れつつ、臨床実習前から卒業時にかけて､施設 （施術所、医療

機関等）で修得しておくべきあり方』 ＝ Goal設定

☞もう少し具体的には！

＝患者さんに「診たてと評価」「説明と理解」「適切な施術」ができること。
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今後（学外臨床実習にあたって）

○３年間でできること

→カリキュラム上、あるべき姿を修了するには「内容」と「時間数」から到達
目標の達成事項は制約される。

ex.） 学外臨床実習：見学実習、評価実習
ex.） 学内臨床実習：シミュレーション（受付、医療面接、施術）、OSCE、CBT、

エコー及び物理療法器具の取扱い。

○３年間でできることの到達目標を「卒業前」に設定した場合

→ 評価は修了となり卒業となる。
but 患者さんから（社会から）求められるのは
「診たてと評価」 「説明と理解」 「適切な施術」

☞「求めに応じられる学生を輩出できるのか！」

○卒業後を視野に入れる〔シームレスな（継ぎ目のない）教育が求められる〕

→ 例）４年目・５年目：「診たてと評価」「説明と理解」「適切な治療」
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今 後 （質の保証と適応のために）

〇次回予定されるカリキュラム改正
→第三者評価のあり方
→臨床実習の単位数のあり方

〇施術管理者（療養費の取扱い）
→実務経験３年（令和６年度～）

〇国家試験
→令和４年３月新カリキュラム対応国家試験の実施
→国家試験問題漏洩に係る柔道整復師のあり方が問われている

〇卒業後（検討事項）
→卒後のシームレスな（継ぎ目のない）教育機関としての
高度専門士に係る柔道整復師教員養成課程の創設

→医師の働き方改革にともなうタスクシフトの一業種としての
柔道整復師のあり方

「患者安全」のために

「国民から求められる柔道整復師」の

質保証のために

ご静聴ありがとうございました。

最後に！
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企業等と連携した実習等のIT分野(学校)における特長と課題 

１．ガイドライン・マニュアルの策定 
(1)「学内実習」に際しては各企業と【業務委託契約】を締結 

委嘱内容(評価アンケート実施、成績評価方法など)を明文化 
(2)「学外実習」特には企業インターンシップにおいては【覚書】を取り交わし 
(3) 業界団体とは「入会・加盟」に伴う定款に則る 

２．実習の形態、実施方法、課題 
(1)「学内実習」：定型（毎週）の学内ハンズオン方式 ･･･リモート授業の是非 
(2)「学外実習」：集中型・不定期型の訪問式 ･･･マネジメント作業の負担（専門部署） 

３．企業、業界団体等との連携、課題 
(1) 技術変化の激しいIT分野ならではの利点（企業連携の有義性は大きい） 
(2) 継続性（次年度の保証）や費用面（講義料・加盟費）に課題が残る 

４．学外実習に係る経費 
(1) 企業インターンシップは原則無償だが 

５．その他 
(1)「学外実習」における障がいを持つ生徒の受入れや実施時に課題が残る 
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企業等と連携した実習等の看護分野（学校）における特長と課題
１ ガイドラインの策定 
厚生労働省が「看護師等養成所の運営に関するガイドライン」があり、保健師養成所、助産師養成所、

看護師養成所及び准看護師養成所の運営に関する指導については、保健師助産師看護師法（昭和 
23 年法律第203号)、保健師助産師看護師法施行令（昭和28年政令第386号。以下「施行令」とい
う。）及び保健師助産師看護師学校養成所指定規則（昭和26年文部省・厚生省令第１号。以下「指
定規則」という。）に定めるもののほか、このガイドラインに定められている。 
２ 実習の形態、実施方法、課題 
・形態、方法：3年課程においては102単位以上の講義・実習などを行うようにすること。臨地実習は、実
践活動の場において行う実習のみを指すものであること。ただし、臨地実習を充実させるために、実践活動の
場以外で行う学習の時間を臨地実習に含めて差し支えない。 
・課題：実習先の指導者のレベル差、病院によって意識の均質性の確保→都道府県主催で実習指導者
養成講習会を実施、小児・母性・成人など対象の減少による受け持ち困難。 
３ 企業、業界団体等との連携、課題 
・事前打合せ→実習中の指導体制の確認→成績評価の連携→学校による検証、学生からの意見聴取を
実施→実習終了後のふりかえり 
・課題：実習先確保との関連で実習先に忖度する傾向あり。実習施設毎に指導法が異なり統一が困難。
実習中の学生に対するフォロー体制充実 
４ 実習に係る経費 
・実習先には実習費を支払う。指導者手当のある施設や、実習受け入れの補助がでている都道府県もあり。
５ その他 
・実習受け入れに当たっては、受け入れ順がある。看護系大学➔3年課程➔2年課程➔准看課程 

実習指導要綱・要領の目次など一例

看護師等養成所の運営に関するガイドライン（令
和5年6月１日）厚生労働省 以下抜粋

第6 教育に関する事項
1．教育の内容等
（2）各科目について、実習要綱、実習要綱及び実習指導要綱を
作成すること
2．履修時間数など
（3）看護師等養成所
教育課程の編成に当たっては、３年課程及び３年課程（定時
制）にあっては、102 単位以上の講義、実習等を行うようにすること。
また、２年課程、２年課程（定時制）及び２年課程（通信制）
にあっては、68 単位以上の講義、実習等を行うようにすること。
4．教育実施上の留意事項
（5）臨地実習は、実践活動の場において行う実習のみを指すもの
であること。ただし、臨地実習を充実させるために、実践活動の場以
外で行う学習の時間を臨地実習に含めて差し支えないこと。実践活
動の場以外で行う学習については、学習の目的、内容及び当該教
育内容の実習単位数に占める割合を実習指導要綱等で明確にす
ること。
第8 実習施設に関する事項
1 実習指導者
実習指導者となることのできる者は、担当する領域について相当の学
識経験を有し、かつ、原則として厚生労働省若しくは都道府県が実
施している実習指導者講習会又はこれに準ずるものが実施した研修
を受けた者であること。
2 実習施設
（1）教育内容に応じて病院のほか多様な実践活動の場を実習施
設として設定すること。ただし、当該実習施設に関連する法令等で定
められている基準を満たしていること。
（2）実習施設は、原則として養成所が所在する都道府県内にあ
ること。学生の利便性等の観点から、養成所が所在する都道府県外
の実習施設を確保する場合にあっては、既に実習を行っている看護
師等養成所の実習体制への影響に十分配慮すること。
（３）実習施設が同時に受け入れることのできる学生数は、実習の
質担保の観点から、実習施設の規模や実習内容を勘案し、当該養
成所との間において十分な調整を図り、専任教員、実習指導教員
又は実習指導者による適切な実習指導体制を確保した上で、適切
な数を定めること。多数の学校又は養成所が実習を行う場合には、
全体の実習計画の調整が必要であること。
（４）実習施設には、実習に必要な看護用具が整備、充実されて
いること。
（５）実習施設には、学生の更衣及び休憩が可能な場所や実習
効果を高めるために専任教員、実習指導教員又は実習指導者との
討議等が実施できる場所が設けられていることが望ましいこと。

臨地実習要綱

Ⅰ.教育理念・教育目的・ディプロマ
ポリシー等
①教育理念
②教育目標
③ディプロマポリシ-

Ⅱ.臨地実習の目的及び目標
①実習目的
②実習目標

Ⅲ.臨地実習の実習単位と時期及
び実習場所

Ⅳ.実習記録の記載上の注意
①実習記録の目的
②実習記録の種類及び記載方法
③実習記録の提出方法

Ⅴ.実習評価
①実習評価の考え方
②評価方法
③単位認定

Ⅵ.カンファレンス
①目的
②種類と方法、内容

Ⅶ.リフレクション
①目的
②方法及び内容

Ⅶ.出席について
①欠席・遅刻・早退・欠課につい
て
②天災・人災・交通の運行停止
などの取り扱い

Ⅷ.実習心得
①臨地実習の意義
②臨地実習の心得
・倫理的配慮、守秘義務、自己
の健康管理、看護学生としての
態度、実習場への交通、食事代
について等
③施設利用に関すること

Ⅸ.事故発生時の対応
①事故の種類
②事故防止のために
③事故発生時の対応
④連絡体制

各看護学実習要項

1.科目名、単位数、対象学
生

2.○○看護学実習の目的・
目標

3.実習時間

4.実習記録

5.実習評価

6.実習方法
①時期
②時間
③内容
④実習先
⑤実習方法

7.実習期間中に学ぶことと受
けられる支援

8.評価表
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企業等と連携した実習等の介護分野（学校）における特長と課題 
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